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米海軍横須賀基地で石綿粉じん作業等に従事してじん肺
に罹患した日本人従業員らの、雇用主である国に対する安
全配慮義務違反に基づく損害賠償請求が認容された事例
　　　（横浜地裁横須賀支部平11（ワ）第219号、損害賠
　　　償請求事件、平成14年10月7日判決、判タ1111
　　　号206頁）
手塚一郎
　【事実の概要】
本件原告らないしその被相続人（以下、一括して「原告ら」または「被害者ら」
と総称することがある）は、被告である国の被用者として米海軍横須賀基地に勤
務していた。本件訴訟は、その就労中に石綿粉じん作業に従事していた原告らが
じん肺に罹患したのは、石綿に対する安全対策が昭和50年代半ばに至るまで不十
分だったからである旨を主張し、安全配慮義務違反の債務不履行ないし不法行為
に基づ’き、慰謝料の支払を求めた事案である。
　【判　旨】原告の請求一部認容。
一　安全配慮義務の内容および債務不履行責任の成否
　「…被告には、雇用者としての立場・地位協定締結当事者としての立場から、
米軍が対策実施義務を充分に尽くしているかどうかを不断に調査・監視し、必要
な措置を講ずるよう働きかける義務（以下、本件に即して「対策推進義務」とい
う。）があるというべきである。そして、被告がこのような対策推進義務を怠っ
たり、それが不充分であった場合には、米軍の安全配慮義務違反により生じた結
果は被告自らの安全配慮義務違反により生じた結果でもあるというべきであるか
ら、被告はその責任を負うことになると解する。」
　「米軍においては…《中略》…石綿対策の不充分さが認められるのであるから、
米軍は、これらの点について安全配慮義務を充分に尽くしていなかったものと認
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められる。」
　「…したがって、被告は、米軍が対策実施義務を充分に尽くしているかどうか
を不断に調査・監視し、必要な措置を講ずる安全配慮義務を充分に尽くしていな
かったものと認められる。」
　二　原告ら従業員の症状及び損害
　「じん肺罹患による健康被害の程度に関する考え方と、じん肺罹患による精神
的苦痛の内容とを総合すれば、原告らの慰謝料については、次のとおりの基準に
従って律することが適当である。
　①　管理2で合併症のある者　　　　　　　　1400万円
　②　管理3イで合併症のある者　　　　　　　1800万円
　③　管理4の者　　　　　　　　　　　　　　2200万円
　④　じん肺を直接の原因として死亡した者　　2500万円」
　三　消滅時効の抗弁の成否
　　1　消滅時効の起算点
　「…安全配慮義務違反によりじん肺に罹患したことを理由とする損害賠償請求
権の消滅時効は、①じん肺に罹患したこと自体についての慰謝料を請求する原告
にあっては、じん肺の所見がある旨の最終の行政上の決定を受けた時、②死亡慰
謝料を請求する原告にあっては、当該患者が死亡した時、③法定合併症に罹患し
たことを理由とする慰謝料を請求する原告にあっては、当該法定合併症に罹患し
たことによる労災決定を受けた時から進行するものと解するのが相当である。」
　　2　権利濫用の再抗弁の成否
　「…一般に、消滅時効制度の機能ないし目的は、①長期間継続した事実状態を
維持することが、法律関係の安定のため必要であること、②権利の上に眠ってい
る者（権利行使を怠った者）は法の保護に値しないこと、③あまりにも古い過去
の事実にっいて立証することは困難であるから、一定期間の経過をもって、義務
の不存在の主張を許す必要があること等と説明されている。そして、ある債務に
つき消滅時効を援用することは、本来的には債務者の権利に属するというべきで
あるが、債権者が期間内に権利を行使しなかったことについて債務者の側に責む
べき事由があったり、債務発生に至る債務者の行為の内容や結果、債権者と債務
者の社会的・経済的地位や能力、その他当該事案における諸般の事実関係に照ら
して、時効期間の経過を理由に債権を消滅させることが著しく正義・公平・条理
等に反すると認めるべき特段の事情があり、かつ、消滅時効の援用権を行使させ
ないことによって前記時効制度の目的に反するような事情がない場合には、消滅
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時効を援用することは権利の濫用としてこれを許さないのが相当であると解す
る。」
　【評　釈】判旨賛成。
　一　はじめに
　じん肺訴訟をめぐっては多数の裁判例が蓄積され、学説上も活発な議論が展開
されてきた。その論点は多岐に渡るが、本報告は、本判決の検討を手がかりとし
て、じん肺訴訟における損害賠償請求権の消滅時効論（特に起算点論）および権
利濫用論の現状を再確認し、それらのあるべき方向性を見出すことを目的として
いる。
　裁判例においてはかつて損害賠償請求権の消滅時効の起算点として損害発生時
　　　　　　　　　　　　のまたは損害を知った時とする見解が有力となったが、その後、長崎じん肺訴訟上
　　（2）告審判決において、じん肺罹患を原因とする損害賠償請求権の消滅時効の起算点
をじん肺法上の管理区分についての「最終の行政決定時」とする判断がなされ、
以後の下級審判決もこれに従っている。しかし、被害者がじん肺法上の管理区分
に関する行政決定を受けた後に死亡した場合や、消滅時効の完成を覆せない原告
による権利濫用の抗弁の取り扱いが問題となり、下級審における判断はさらなる
進展をみせた。
　以下、近時下級審裁判例と比較しつつ本判決を検討し、じん肺訴訟における起
算点論の在り方と権利濫用の抗弁につき考察してみたい。
　二　じん肺訴訟における消滅時効の起算点論
　　1　消滅時効の起算点に関する判例・裁判例の到達点
　長崎じん肺訴訟上告審判決は、「じん肺の病変の特質にかんがみると、管理二、
管理三、管理四の各行政上の決定に相当する病状に基づく各損害には、質的に異
なるものがあるといわざるを得ず、したがって、重い決定に相当する病状に基づ
く損害は、その決定を受けた時に発生し、その時点からその損害賠償請求権を行
使することが法律上可能となるものというべきであり、最初の軽い行政上の決定
を受けた時点で、その後の重い決定に相当する病状に基づく損害を含む全損害が
発生していたとみることは、じん肺という疾病の実態に反するものとして是認し
得ない。これを要するに、雇用者の安全配慮義務違反によりじん肺に罹患したこ
とを理由とする損害賠償請求権の消滅時効は、最終の行政上の決定を受けた時か
ら進行するものと解するのが相当である」と判示し、消滅時効の起算点を「最初
　　　　　　　　　　　　（3）の行政上の決定時」とした原審判決を破棄差し戻しとした。
　以後、下級審はじん肺訴訟における損害賠償請求権の消滅時効の起算点を原則
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として「最終の行政決定時」とするが、その枠組の中で被害者救済の範囲を広げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のるいくつかの試みがなされている。例えば、筑豊じん肺訴訟第一審判決は、「管
理二の行政決定を受けたじん肺患者がその後管理三、四の決定を受けることなく
死亡したときでも、じん肺の病状がより重症度へ進行したことが確定し得る場合
にはより重症度の病状に基づく損害の賠償請求をすることが可能であり、右損害
が確定した時点から消滅時効が進行するというべきである」とした。最終の行政
決定時を消滅時効の起算点の原則としつつ、じん肺の病状がより重症度へ進行し
たことが確定し得る場合という限定つきながらも、じん肺法上の管理区分に関す
る行政上の決定が現実になされたことは要件ではないと解した点は、被害者保護
の観点から積極的に評価できよう。
　死亡による損害賠償請求権の消滅時効の起算点を「被害者死亡時」とする秩父
　　　　　　　（5）じん肺訴訟第一審判決をはじめとする裁判例も、同様の目的を有するものと考え
られる。同判決は、「管理二の行政上の決定を受けた時点において、管理三又は
管理四に相当する症状に基づく損害や死亡に基づく損害の賠償を求めることはも
とより不可能であり、また、管理四の行政上の決定を受けた時点において、死亡
に基づく損害の賠償を求めることも不可能である」とした。そして、じん肺の特
殊性に鑑みれば、「管理二、管理三、管理四の各行政上の決定に相当する病状に
基づく各損害及びその後の死亡に基づく損害には、質的に異なるものがあ」り、
したがって損害賠償請求権の消滅時効は「各管理区分に相当する病状に基づく各
損害あるいは死亡による損害につき、それぞれ、各管理区分決定の時あるいは死
亡の時から時効が進行すると解する」べきであると判示した。損害賠償請求権は
損害の発生を前提とすることや、複数の下級審裁判例において、管理区分ごとの
行政決定に相当する病状に基づく各損害が質的に異なるものであるとされている
ことからすれば、死亡による損害もまたこれらとは異質な損害として評価し得る
こと、したがって死亡に基づく損害賠償請求権の消滅時効は死亡時から起算する
　　　　　　　　　　　　　　　のと考えることは論理一貫しているといえる。
　さらに、法定合併症罹患を理由とする損害賠償請求権の消滅時効の起算点を
　　　　　　　　　　　　　　　　（7）「合併症にかかる労災決定通知時」とする裁判例も、長崎じん肺訴訟上告審判決
を基本的に踏襲しつつ、より被害者保護に資する判断を含むものである。法定合
併症罹患による損害を、単なるじん肺症罹患による損害とは異質なものと捉え
（8）
得ることは、基本的に被害者死亡時と同様に考えることができよう。
　下級審が「死亡時別途起算点」説や「合併症にかかる労災決定通知時別途起算
点」説を採るのは、単なるじん肺症罹患による損害賠償請求と、死亡や合併症罹
患による損害賠償請求とを区別することにより、単に「最終の行政決定時」とす
るより損害賠償請求権の消滅時効の起算点を提訴時に近づけるためであるといえ
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る。すなわち、消滅時効が完成しない原告の範囲が拡大し、一層の被害者救済が
図られるからであると考えられ、その基本姿勢は積極的に評価すべきである。
　　2　死亡時説とその評価
　これら裁判例の展開により被害者救済の範囲は一定程度拡大されたが、なお問
題点が存在することを指摘する見解もある。松本克美教授は「死亡時別途起算点
説によれば、管理区分四の決定通知から10年経過後の損害については、生存者は
権利行使ができないうちにその権利が時効消滅してしまったという矛盾が生ず
る」と指摘され、「長期の被害に苦しむ被害者に、死亡すれば死亡に基づく損害
の権利が行使できるとするのが果たして妥当な法解釈であろうか」と疑問を呈さ
（9〉
れる。また、下級審裁判例における被害者救済への努力を評価しつつも、それら
の技巧的解釈の根本原因が、「最高裁の異質損害段階発生論というあまりに技巧
的な法的構成にある」とされる。そして、「当該権利行使が可能な時から時効が
進行するという時効起算点の大原則（民法166条1項）に立ち返って、この問題を
考える」べきである旨を述べられ、私見として「死亡時説」を主張されている。
　松本教授の死亡時説によれば、「じん肺のような進行性被害の場合には、異質
の損害が段階的に発生するのではなく、被害の固定していない段階では、損害賠
償請求権の前提となる損害が不確実なのだから、提訴段階で顕在化した損害につ
いては賠償請求が可能だとしても、その後で進行するかもしれないし進行しない
かもしれない、その意味で客観的な予見可能性のない損害についての損害賠償請
求権の行使が法律上可能であったとはいえないはずである。結局、提訴時点で把
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）握可能な損害はその時点で生じたとみるのが論理的である」ということになる。
　また、実務において、損害賠償請求権に時効消滅部分が有る者と無い者の慰謝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ料額の差異が時効消滅部分の単なる控除に拠っておらず、各グループに属する原
告ごとの損害全体が一体的に把握されているとみられることを併せて考えると、
じん肺症およびそれに起因する諸種の損害の一体的把握を志向し、さらに権利濫
用法理等の一般原則による調整をほぼ回避し得る点では、死亡時説には一定の正
当性があるといえる。
　しかし、同教授による判例・裁判例に対する批判は以下の諸点においてその妥
当性に疑問が残る。第一に、最高裁が異質損害段階発生論を採用した趣旨を正当
に評価されていないと考えられる点である。長崎じん肺訴訟上告審判決は、異質
損害段階発生論を述べる前段階で、安全配慮義務の不履行に基づく損害賠償請求
権の消滅時効期間は民法166条1項により当該損害賠償請求権を行使し得る時か
ら進行するものと解されることを指摘した上で、「一般に、安全配慮義務違反に
よる損害賠償請求権は、その損害が発生した時に成立し、同時にその権利を行使
することが法律上可能となるというべきところ、じん肺に罹患した事実は、その
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旨の行政上の決定がなければ通常認め難いから、本件においては、じん肺の所見
がある旨の最初の行政上の決定を受けた時に少なくとも損害の一端が発生したも
のということができる」と述べている。異質損害段階発生論が採用されたのは、
この原則を貫徹することによってじん肺罹患者の損害賠償請求権の時効消滅を判
断することが妥当性を欠くと考えられたからであろう。つまり、権利行使が可能
な時点から時効が進行するという時効起算点の原則（民法166条1項）を踏まえつ
つ、原告らの主張を単にじん肺に罹患したことに対する損害賠償請求としてでは
なく、各法定管理区分に位置付けられる程度の病状に基づく損害に対する賠償請
求の問題として把握することで、消滅時効の起算点を提訴時に近づける効果をも
たらしている。これは松本教授が死亡時説を主張されることとその趣旨を共有す
るものであると考えられる。
　第二に、下級審裁判例の死亡時別途起算点説の限界についての指摘である。既
述のとおり松本教授は、「死亡時別途起算点説によれば、管理区分四の決定通知
から10年経過後の損害については、生存者は権利行使ができないうちにその権利
が時効消滅してしまったという矛盾が生ずる」と指摘され、教授の私見である死
亡時説を意識しながら「管理区分四から11年目の損害は、その時点で具体的に発
生している損害だから、その時点でその損害についての損害賠償請求権の行使が
法律上可能となったはずで」ある旨を主張される。しかし、管理区分四の決定通
知を受けた被害者が、10年以上もの期間を損害賠償請求せずに漫然と過ごしたの
であれば、権利の上に眠る者との評価が該当しないかが当然に問題となる。仮に
被害者が賠償請求をしなかったことについて何らかの理由が存在するとしても、
それは消滅時効の適用制限論で扱われるべき問題である点を強調しておきたい。
　　3　小括
　被害の一体的把握の必要性という視点で考えれば、進行性の被害に基づく損害
賠償請求権の消滅時効は、損害の拡大が垣久的に止んだと解される時、じん肺訴
訟についていえば被害者の死亡時から起算すると解することは必ずしも不当では
　（12）
ない。しかし、いかなる損害をもって「進行性あり」と判断するかの基準が明確
ではなく、そもそも提訴時まで時効が進行しないのであれば、時効制度そのもの
の存在意義が問われかねない。消滅時効の起算点論としての限界を意識した議論
がなされるべきことを併せて考えれば、判例の採用する異質損害段階発生論と、
それを前提とした下級審判決の死亡時別途起算点説および労災決定時説は、起算
点論としての妥当性を有するものと考えられる。
　本判決は、死亡・じん肺症罹患（管理区分決定）・法定合併症罹患（労災決定）
のそれぞれに基づく損害賠償請求を含むものであり、上述の先行する諸判決を基
本的に踏襲した正当な判断であるといえる。すなわち、最高裁が異質損害段階発
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生論を採用し、損害賠償請求権の消滅時効の起算点を「最終の行政決定時」とし
た趣旨が、救済される被害者の範囲を適切に拡大することにあるとの理解を前提
に、死亡時別途起算点説・労災決定通知時別途起算点説を採用する下級審裁判例
の傾向を象徴する意義を有すると評価できよう。
　三　権利濫用の再抗弁
　　1　じん肺訴訟における権利濫用法理の現状とその検討意義
　長崎じん肺訴訟上告審判決以降の下級審裁判例では、例えば、三井三池じん肺
訴訟第一審判決が、債務者による消滅時効の援用が権利濫用に該当するというた
めには「債務者が、債権者において時効中断の行為に出なかったことをもって消
滅時効を援用することが、時効援用権について社会的に許容された限界を逸脱す
るものとみられる場合でなければならず、単に時効にかかる損害賠償請求権の発
生要件該当事実が悪質であったこと、被害法益が重要でかつ被害が甚大であった
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラことは、この時効援用権の信義則違反又は権利濫用の要件を構成しない」とした
ように、被告の時効援用の抗弁に対する、原告の権利濫用の再抗弁は排斥される
　　　　　の傾向にある。
　仮に、進行性被害による損害賠償請求権の消滅時効の起算点を損害拡大が1亘久
的に止んだと解される時点に設定した場合、具体的には既述の松本教授の死亡時
説に従った場合、被告側が消滅時効を援用できる余地は限りなく狭くなり、原告
側が権利濫用の再抗弁を提出する必要性も低下する。しかし、起算点論としての
死亡時説の妥当性に疑問があることは既に指摘したとおりである。判例の理論構
成を維持し、法定の管理区分に関する「最終の行政上の決定時」を損害賠償請求
権の消滅時効の原則的な起算点とすることが正当であることの当然の帰結とし
て、権利濫用法理によらなければ救済され得ない被害者は少なからず存在する。
したがって、その要件を検討することには一定の意義があると考えるべきであ
る。
　　2　認容裁判例の判断基準
　じん肺訴訟における近時裁判例で、損害賠償請求権が消滅時効にかかる原告ら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を権利濫用法理によって救済したのは本判決の他、筑豊じん肺訴訟控訴審判決で
ある。同判決は、消滅時効の起算点につき死亡時別途起算説を採りつつ、それで
もなお、消滅時効が成立する3名の被害者につき、権利濫用法理による救済を図
っている。
　すなわち、①3名の個別の事情を認定し、彼らは、炭鉱企業に対し、損害賠償
請求権を行使しうることを十分に認識しておらず、権利の上に眠っていたもので
はないこと、②安全配慮義務という概念が最高裁により認められたのが昭和50年
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になってからであり、炭鉱におけるじん肺訴訟について初めての認容判決は昭和
60年であり、少なくとも、本件訴訟が提起されたころまでは、3名が炭鉱企業の
法的責任について認識し得なくてもやむを得なかったこと、③被告企業の立証の
困難という点については、時効期間の起算点を最終の行政決定時とする以上、粉
じん作業時から相当期間経過後の提訴を許すことになり、被告企業は、時効消滅
していない他の原告との関係で、安全配慮義務の履行状況について反証を要し、
この3名についてのみ立証が困難というわけではないこと、④じん肺罹患者の被
害の重大性、⑤被告企業が、じん肺対策を施さなかったことにより利益を受けた
大企業であること、⑥うち2名にっいては、時効期間の徒過期間が短く、残りの
1名は、現在も療養中であることなどの事実関係の下においては、消滅時効の援
用は著しく正義に反し、条理にも惇り、権利の濫用として許されないと判断した
のである。
　本判決も、①安全配慮義務概念に加えて間接雇用形態という概念の特異性か
ら、責任の所在が国であることを理解するのは容易ではないこと、②消滅時効に
かからない原告らも存在し、ことさら国の立証困難を考慮する必要性は乏しいこ
と、③提訴前の賠償請求行動など権利の上に眠る者との評価が妥当しない個別事
情、④原告らの症状に関する個別的な特殊事情、⑤賠償請求を認められる他の原
告らの請求権との均衡、⑥被告が国民の健康で文化的な生活を企図し、充実した
福祉行政を実現すべく国家全体の政策を担う国であること等、じん肺訴訟一般に
つき問題となる事柄のみならず各原告らの個別事情をも考慮して権利濫用の再抗
弁を認容しており、筑豊じん肺訴訟控訴審判決をほぼ踏襲したものとみてよい。
　両判決から、じん肺訴訟において加害者側による時効援用を権利濫用として排
斥するためには、①被害者が損害賠償請求を為すに至らなくてもやむを得ない程
度の事実上の障害が存在すること、②時効援用を制限しても時効制度の趣旨を逸
脱した結論を導かないこと、という要件を充足する必要があると考えられる。い
かなる障害事由の存在が、時効完成前の被害者の賠償請求権不行使に対する非難
性を解消するかはさらなる検討が必要だが、本件では、間接雇用形態という概念
の特異性に起因して、責任の所在が国であると理解するのが容易ではなかったこ
とが、これに該当すると判断されたものといえよう。
　　3　小括
　国による消滅時効の援用を権利濫用として封じる手法は、実務において未だ一
般的なものと呼び得る状態には至っていない。事実、本件控訴審においても、本
判決で権利濫用法理により救済された直接の被害者3名に関する部分につき、原
　　　　　　　　　　　（16）告敗訴の判決が下されている。確かに、被告による提訴妨害等の特別事情がない
場合に、単なる消滅時効の援用を権利濫用とすることには問題がないわけではな
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　　　　　　　　　　　　（17〉い。しかし、じん肺被害の実態に目を向ければ、権利濫用法理の適用により被害
者救済を図ることの妥当性については自ずと回答が得られるであろう。
　四　おわりに
　本稿執筆段階では控訴審判決原文に接することができなかったため詳細な検討
は他日を期したいが、同判決は時効の起算点を「じん肺法に基づき、最も重い病
状と認定された時点」と認め、原告側の「さらに症状が進み、肺がん手術をした
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18〉時や死亡した時」との主張を退けた旨が報道等で伝えられている。死亡時の扱い
に関して近時下級審裁判例の潮流から外れた判断である可能性があり、検討の必
要性が感じられることを指摘しておきたい。権利濫用の再抗弁についても、じん
肺訴訟一般につき問題となる事項のみならず、原告らの提訴前の賠償請求に関す
る具体的行動や、各人の症状に見られる特殊事情等の個別的な事情に踏み込んで
検討した上で権利濫用が判断された地裁判決が否定された影響は少なくないと考
えられる。個別事情の相違はあるものの、筑豊じん肺訴訟控訴審判決では権利濫
用の再抗弁が認容されており、高裁段階での判断が分かれたことになる。敗訴し
た原告の上告方針が伝えられており、最高裁の判断を注視したい。
（1）　最初の行政上の決定を受けた時とする福岡高判平成元年3月31日判時1311号31頁（長崎じ
ん肺訴訟控訴審判決）や、管理区分四決定の時とする福島地いわき支判平成2年2月判時1344
号53頁（常磐じん肺訴訟判決）等。
　なお、静岡地浜松支判昭和61年6月30日判時1196号20頁（遠州じん肺訴訟判決）は、権利行
使に対する法律上の障害がないというだけではなく、権利行使を現実に期待または要求できる
時として、管理区分四相当のじん肺罹患を主張する原告については、同区分の行政上の決定の
みでは不足で、弁護士らの訴訟説明会が開催された時にはじめて権利を行使しうることを知る
べき状態になった、と判示したが、解釈論としての一般化は困難である。
（2）
（3）
（4）
（5）
最判平成6年2月22日民集48巻2号441頁。
前掲注（1）・福岡高判平成元年3月31日。
福岡地飯塚支判平成7年7月20日判時1543号3頁。
浦和地熊谷支判平成11年4月27日判時1694号14頁。同旨を述べるものとして、同訴訟控訴
審判決（東京高判平成13年10月13日判時1768号138頁）、筑豊じん肺訴訟控訴審判決（福岡高判
平成13年7月19日判タ1077号72頁）。三井三池じん肺訴訟第一審判決（福岡地判平成13年12月
18日判タ1107号92頁）。
（6）松本克美『時効と正義』（日本評論社、2002年）265－266頁は「最高裁判決のような異質損
害段階的発生説に立つならば、行政上の管理区分とは別にじん肺を理由に死亡した場合には、
死亡というまた別の異質の損害が発生したと考えて、その時点を別途時効起算点とすることが
論理的に考えられる」とし、「もし最高裁判決の論理を肯定しつつ、死亡時別途起算点説を否
定するならば、なぜ死亡の場合には異質な損害として別途独自に起算点と解しないのかをむし
ろ積極的に基礎づける必要があろう」とする。
254　早法79巻2号（2004）
（7）細倉じん肺第一次訴訟第一審判決（仙台地判平成8年3月22日判タ912号66頁）、北海道石
炭じん肺訴訟第一審判決（札幌地判平成11年5月28日判時1703号3頁）、芦別じん肺訴訟第一
審判決（札幌地判平成14年3月19日下級裁主要判決情報掲載）。
（8）前掲注（7）・芦別じん肺訴訟第一審判決は、「法定合併症に罹患していると認められる者
　にっいては、合併症に罹患していない者との比較において、療養の対象とされ、労災補償給付
　が支給されている点からすると、その健康被害の程度が大きく、質的に異なる程度のものに至
　っている」とした。
（9）　松本・前掲注（6）、268－272頁。
（10）同旨を述べ、これを支持する見解として、新美育文・私法判例リマータス11号32頁（2000
年）、飯塚和之「長崎伊王島じん肺訴訟判批」判タ878号45頁以下（1995年）。飯塚教授は、「日
本不法行為法リステイトメント」724条2項が「進行中の損害については、その進行のやんだ
時から起算する」としていることを引用し、「これをじん肺被害に当てはめて考えれば、進行
　のやんだ時とは、損害が拡大しなくなった時（患者の死亡時、生存原告にっいては、訴え提起
　までの損害の賠償という意味では訴え提起時）ということになろう」として、これを支持する
　旨の見解を示されている。
（11）前掲注（5）・秩父じん肺訴訟第一審判決（浦和地裁熊谷支判平成11年4月27日）は、慰
　謝料の算定にあたり管理区分四の者に2000万円、死亡した者のうち、①時効消滅した賠償請求
　権のない者については2310万円、②管理四までの被害による賠償請求権が時効消滅した者につ
　いては1800万円とした。したがって、単純な控除によれば②にあたる者の慰謝料は310万円と
　なるところ、実際にはそうした単純計算は行われていないことになる。
（12〉　このように解すると、じん肺罹患に基づく損害賠償請求権が時効消滅することは事実上な
　くなる。
（13）前掲注（5）・福岡地判平成13年12月18日。
（14）その他、前掲注（4〉・筑豊じん肺訴訟第一審判決（福岡地飯塚支判平成7年7月20日）、
　前掲注（7）・北海道石炭じん肺訴訟第一審判決（札幌地判平成11年5月28日）等。
（15）前掲注（5）・福岡高判平成13年7月19日。なお、長崎じん肺訴訟上告審判決以前に、原
　告による権利濫用の主張を認容した裁判例として前掲注（1）・常磐じん肺訴訟判決（福島地
　いわき支平成2年2月28日）参照。
（16）東京高判平成15年5月27日公刊判例集未登載。
（17）　じん肺被害の実態の一端を示すものとして、武藤ヒサ子・全国じん肺裁判原告団・弁護団
　編著『涙がこぼれそうで：じん肺患者の妻と子供たちの手記』（東研出版、1988年）、松井和
　子・松井勝明著・全国じん肺患者同盟共編『現代じん肺20年のあゆみ』（全国じん肺患者同盟、
　1984年）等参照。
（18）毎日新聞平成15年5月28日付朝刊等。
